
火災予防対策のあり方検討会（第１回） 

議事次第 

日時：令和４年１０月２４日（月）  

１５：３０～１７：１５    

場所：消防局庁舎３階「警防本部室」 

１ 開会・市長挨拶 

２ 構成員紹介 

３ 座長挨拶 

４ 議事 

（１）火災予防対策のあり方検討会について 

（２）旦過地区火災・枝光本町商店街火災の概要について 

（３）本市の火災予防対策の現状について 

（４）他都市における先進的な火災予防対策について 

（５）次回以降の検討事項について 

５ 閉会 
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火災予防対策のあり方検討会について 

１ 目的 
 「北九州の台所」として市内外から親しまれ、多くの利用者で賑わう旦過地区に 

おいて、短期間に２度にわたって大規模な火災が発生したことを重く受け止め、木造   

商店街密集地域等における今後の火災予防対策のあり方について、有識者による検討  

会を開催するもの。 

２ 検討会の位置づけ 
市政運営上の会合 

（市の政策課題に対して学識経験者、市民等の意見を求め、市政運営上の参考と 

するために開催される会合） 

３ テーマ 
木造商店街密集地域等における今後の火災予防対策のあり方について 

４ 検討事項 
○本市の火災予防対策の現状について 

○他都市における先進的な火災予防対策について 

○法的義務のない事業者に対する規制のあり方について 

○今後の火災予防啓発・防火指導及び消火訓練のあり方について 

○今後の査察のあり方について 

○自主防災組織について  

５ スケジュール 
  令和４年１０月２４日   第１回検討会開催 

      １１月      第２回検討会開催 

令和５年 １月      第３回検討会開催    
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旦過地区火災・枝光本町商店街火災の概要 

１ 旦過地区火災 

（１）令和４年４月の火災（小倉北区魚町四丁目２番） 

 ○ 火災推移 

  ・覚知（出動指令）   ４月１９日（火）  ２時３８分 

・鎮火（残り火なし） ４月２１日（木） １９時３０分（約６５時間後）      

○ 被災状況 

○ 出火場所 調査中 

○ 出火原因 調査中 

（２）令和４年８月の火災（小倉北区魚町四丁目２～４番） 

 ○ 火災推移 

  ・覚知（出動指令）   ８月１０日（水） ２０時５４分 

・鎮火（残り火なし） ８月１１日（木） １９時００分（約２２時間後）      

○ 被災状況 

○ 出火場所 調査中 

○ 出火原因 調査中 

２ 枝光本町商店街火災（八幡東区枝光本町６番） 

○ 火災推移 

  ・覚知（出動指令）   １０月１日（土） １５時２１分 

・鎮火（残り火なし）    〃     ２１時００分（約６時間後）       

○ 被災状況 

○ 出火場所 調査中 

○ 出火原因 調査中 

焼損棟数（焼損店舗数） 焼損面積 死傷者 

２８棟（４２店舗 うち空２） １,９２４㎡ なし 

焼損棟数（焼損店舗数） 焼損面積 死傷者 

３９棟（４５店舗） ３,３２４㎡ なし 

焼損棟数（焼損店舗数） 焼損面積 死傷者 

４棟（９店舗 うち空５） ２５１.５㎡ なし 
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本市の火災予防対策の現状 
資料４―１ 

No 対策の種類 事業名（実施時期） 根拠法令等 事業内容 

１ 査察 

定例査察 

（通年） 

消防法 

消防法に基づき、火災を予防するため、消防職員が飲食店や物品販売店舗などに立ち入り、消火器などの消防用設備等

の維持管理状況や避難経路の確保といった防火管理の状況を検査し、消防法の違反があれば是正するよう指導している。

【定例査察】 

消防局が毎年策定する査察計画に基づき、建物の種別に応じて計画的に査察を行っている。 

＊市場・商店街は、過去の火災を踏まえ毎年、飲食店は概ね３年に１回、査察を行っている。 

【特別査察】 

他都市で社会的影響が大きい火災があったとき、緊急的に査察を行っている。 

特別査察 

（適宜） 

２ 
市場・商店街の

防火対策 

木造市場等防火安全対策モデル

事業 

（平成２５年度～平成２７年度）

独自事業 

市内６箇所の市場（小倉南区を除く）を対象に無線連動型火災警報器と簡易水道消火装置を設置し、市場と近隣住民

との共助体制の構築を図った。 

また、モデル事業の実施に先立ち、法令で消防用設備の設置義務がない小規模な木造市場であっても少数店舗単位で

申請可能な「木造市場防火関連設備設置事業補助制度」を創設し、市内全体の木造市場における防火安全対策を強化し

ている。 

「１１９番自動火災通報システ

ム」設置事業 

（平成２８年度～） 

独自事業 

（要綱） 

平成２８年７月の八幡東区「祇園町マーケット」火災をうけ、ハード対策のひとつとして、木造市場に熱や煙で火災

を感知すると自動で 119 番通報するシステムを設置した。 

「アーケード消火器」設置事業 

（平成２８年度～） 

独自事業 

（要綱） 

平成２８年７月の八幡東区「祇園町マーケット」火災をうけ、ハード対策のひとつとして、アーケードに消火器を設置

した。 

木造市場における防火対策 

（平成２９年度～） 
独自事業 

平成28年7月の八幡東区「祇園町マーケット」火災をうけて、ソフト面の対策として消防、電気事業所、ガス事業所の３

社で協定を結び、木造市場を対象に、電気・ガスの点検や消防訓練を実施している。 

３ 
高齢者の 

住宅防火対策 

住宅防火訪問 

（通年） 
独自事業 

原則８０歳以上の高齢者の住んでいる世帯を消防職員が訪問し、防火防災啓発の実施や住宅用火災警報器の設置状況

の確認を行っている。 

いきいき安心訪問 

（通年） 
独自事業 

介護職員初任者研修を修了した消防団員が中心となり、一人暮らし高齢者世帯等を訪問し、防火・防災や家庭内での

事故防止の指導、簡単な身の回りのお世話を行うとともに、福祉に関する相談を関係機関につなぐなど、高齢者の安

全・安心の向上を図っている。 

あんしん通報システム事業 

（通年） 

独自事業 

（要綱） 

高齢者や障害者宅に、火災センサーやペンダント式発信機を取付けた緊急通報装置を設置し、火災発生や体調不良等

を速やかに通報するためのシステムによる防火対策を行っている。 

高齢者・障害者等防火安全強調

月間 

（９月１日～９月３０日） 

独自事業 

市民防災会や民生委員児童委員協議会、年長者防火クラブ等に対して、住宅火災による高齢者の被害の現状や対策等

を発信し、連携体制の維持・強化に努めるとともに、住宅火災における高齢者等の焼死事故防止に向けた取り組みを行

っている。 

住宅用火災警報器の設置支援 

（通年） 
独自事業 

高齢者自身で取付け・取替えが難しく、家族や近隣者の支援が得られない世帯に対し、消防職員が取付け・取替え支

援を実施している。 



本市の火災予防対策の現状 
資料４―２

No 対策の種類 事業名（実施時期） 根拠法令等 事業内容 

４ 
少年期の 

防火教育 

消防士さんといっしょ事業 

（通年） 
独自事業 

未来の北九州市を担う子供達が、「防火・防災」について学習することは、北九州市を「安全・安心なまち」にするための土台

作りに繋がると考え、消防職員が小学校へ出向き、防火・防災についての講話や、災害現場の体験を通して｢命の大切さ｣を伝

える授業を行っている。 

小学校の授業では、消防局と教育委員会が共同で作製した、消防副読本「消防のしごと」を使用し事前学習を行い、消防職

員の行う授業では、「119番通報訓練」、「スモークマシンを使用した避難訓練」、「消火器の取扱い訓練」、「空気呼吸器、消防

用ホース等の資器材の紹介」などを行っている。 

５ 
市民への 

防火啓発 

秋の火災予防運動 

（１１月９日～１１月１５日） 

国の通知 
火災が発生しやすい時季を迎えるにあたり、全国一斉に行われている火災予防運動の期間をとらえ、街頭啓発やチラシ・ポ

スター配付による広報活動、他機関と協力した火災予防啓発を行っている。 

春の火災予防運動 

（３月１日～３月７日）

地域防災支援等事業     

（通年） 
独自事業 

住民や事業所等の防火・防災活動を支援し、災害に強いまちづくりを推進するため、防災リーダー研修をはじめ、消火訓練

や避難訓練などの消防訓練、防火講習会等を行っている。 



今年度の市場・商店街火災後の緊急的な対策 
資料５ 

市場・商店街

の火災 
事業名（実施時期） 対象 事業内容 

旦過地区火災

（１回目） 

Ｒ４.４.１９

緊急火災予防啓発 

（４月２０日～５月１３日） 

市内すべての市場・商店街 

（６３ヵ所） 

市内６３ヵ所すべての市場・商店街に対して、消防職員が直接訪問し、防火チラシ 

による火災予防啓発を実施した。 

特別査察 

（５月６日～６月３０日） 

木造商店街密集地域の木造飲食店 

（１０５店舗） 

本市の要綱で定める木造商店街密集地域にある木造飲食店（１０５店舗）に対して 

消火器の設置確認など特別査察を実施した。 

「１１９番自動火災通報システム」の 

追加設置 

（１１月中に設置予定） 

※６月補正予算 

システムを設置していない木造市場 システムを設置していない木造市場に設置を進めている。 

旦過地区火災

（２回目） 

Ｒ４.８.１０

緊急防火指導 

（８月１５日～９月９日） 

１回目の旦過地区火災後に 

特別査察を実施した木造飲食店 

１回目の旦過地区火災後に特別査察を実施した木造飲食店（９４店舗）に対して、

啓発チラシとエアゾール式簡易消火具を配付し、緊急防火指導を実施した。 

防火指導員による防火指導 

（１１月１日～３月３１日） 

※９月補正予算 

市内の木造飲食店（約６５０店舗） 

木造飲食店関係者の防火意識を更に向上させるため、消防職員ＯＢの「防火指導

員」を１４名採用し、２名１組で市内の木造飲食店（約６５０店舗）に直接出向いて、

きめ細かな防火指導（火災予防啓発、消火器の取扱い、消火訓練等）を行う。 

火災予防対策のあり方検討会 

（１０月～１月までに計３回） 

※９月補正予算 

木造の商店街が密集する地域等における火災予防対策のあり方について、有識者

等から意見を伺い、さらなる防火対策に取り組む。 

枝光本町 

商店街火災 

Ｒ４.１０.１

市場・商店街の査察及び防火指導 

（１０月１４日～１１月１８日） 

市内すべての市場・商店街 

（６３ヵ所）

市内６３ヵ所すべての市場・商店街に対して定例査察を行うとともに、店舗に 

啓発チラシを配付し、防火指導を行う。 



資料６

出典：総務省消防庁　第６回予防業務優良事例表彰（令和４年）



資料７

出典：総務省消防庁　第１回予防業務優良事例表彰（平成２９年）



次回以降の検討事項について 

検討会の時期 No. 検討事項 本市の現状 

第２回 

令和４年１１月予定 

１ 

法的義務のない事業所に対する規制のあり方について

〇「北九州市火災予防条例」による新たな規制の必要性

や妥当性 

「北九州市火災予防条例」 

市民の生命、身体及び財産を火災から保護することを目的とした条例であり、火を使用する設備や消

防用設備等の技術基準を定めている。しかし、木造商店街密集地域等に関する規定はない。 

２ 

今後の火災予防啓発・防火指導及び消火訓練のあり方について

〇防火意識を向上させる効果的な火災予防啓発 

〇消火方法の習得 

〇一時的な休業店舗の再開時の防火指導 

〇老朽化した空き店舗等の漏電火災対策 

１ 火災予防啓発・防火指導を実施する時期

・春の火災予防運動週間（３月１日から３月７日まで） 

 ・秋の火災予防運動週間（１１月９日から１１月１５日まで） 

 ・定例査察（通年） 

 ・特別査察（他都市で社会的影響が大きい火災があったとき） 

２ 消火訓練 

防火指導時の消火訓練では、消火器の取扱説明を行った後、水消火器を使った消火訓練をしている。

３ 一時的に休業している店舗が再開する際の連絡 

火災により被災して一時的に休業している飲食店等に対し、防火指導等を行うため営業再開すると

きは消防に連絡するよう伝えていたが、連絡がないまま営業を再開していた。 

（営業再開時、消防に連絡する法令上の義務なし） 

４ 老朽化した空き店舗等の漏電火災対策

空き店舗等自体に営業実態がないため、火災予防啓発・防火指導を行うことは難しい。 

第３回 

令和５年１月予定 

３ 

今後の査察のあり方について

〇査察周期の短縮 

〇違反是正の強化 

〇査察職員の育成 

１ 査察周期の短縮 

・市場・商店街は、過去の火災を踏まえ、１年に１回、査察を行っている。 

 ・飲食店は、概ね３年に１回、査察を行っている。 

２ 違反是正の強化 

建物の違反内容に応じて、違反是正の優先度を判断している。（火災が発生した場合に人命危険が

高いもの、重大違反対象物（特定防火対象物で屋内消火栓設備、スプリンクラー設備又は自動火災報

知設備が設置されていないもの）は最優先） 

３ 査察職員の育成 

査察計画に基づき、定期的に職員の研修を行っている。

４ 

自主防災組織について

〇地域の防火意識の醸成につながる取組み 

１ 地域ぐるみの訓練の実施 

個別の店舗による消火訓練は行っているが、市場・商店街など地域ぐるみでの定期的な訓練は行っ

ていない。 

２ 自主的な防火の仕組みづくり 

地域関係者を主体とした自主的な防火の取組みを継続できるような仕組みはない。

資料８ 


